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○ ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン 改定案（新旧対照表） 
改  正  案 現   行 

２ 電気通信事業法に係る事項 

 

（１）ＭＶＮＯの事業形態及び事業開始に必要な手続 

（略） 

（２）ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の関係 

（略） 

１）卸電気通信役務の提供による場合 

（略） 

２）事業者間接続による場合 

 

ア 事業法第３２条に基づく一般的規律 

 

（ア）基本的な考え方 

 

ＭＶＮＯは、その電気通信設備をＭＮＯ及び固定通信事業者を

含む複数の事業者（以下「ＭＮＯ等」という。）の電気通信回線

設備と接続して電気通信役務を提供することが可能である。この

場合、ＭＮＯ等は、ＭＶＮＯからその電気通信設備をＭＮＯ等の

電気通信回線設備に接続すべき旨の請求を受けたときは、次の①

～④に掲げる場合を除き、これに応じなければならない（事業法

第３２条）。なお、具体的な接続形態、接続に当たってＭＶＮＯ

が取得する情報その他の接続条件については、まずはＭＶＮＯに

おいて提示すべきものであり、ＭＮＯはこれを踏まえて接続の請

求に応じる必要がある。 

 

① 電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあると

き（事業法第３２条第１号） 

（例） 

・ＭＮＯがＭＶＮＯの接続の申込みに応じることにより、当該

ＭＶＮＯのシステムが当該ＭＮＯのＨＬＲ等のシステムを

損傷するおそれがあると認められる合理的な理由が存在す

る場合 

２ 電気通信事業法に係る事項 

 

（１）ＭＶＮＯの事業形態及び事業開始に必要な手続 

（略） 

（２）ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の関係 

（略） 

１）卸電気通信役務の提供による場合 

（略） 

２）事業者間接続による場合 

 

ア 事業法第３２条に基づく一般的規律 

 

（ア）基本的な考え方 

 

ＭＶＮＯは、その電気通信設備をＭＮＯ及び固定通信事業者を

含む複数の事業者（以下「ＭＮＯ等」という。）の電気通信回線

設備と接続して電気通信役務を提供することが可能である。この

場合、ＭＮＯ等は、ＭＶＮＯからその電気通信設備をＭＮＯ等の

電気通信回線設備に接続すべき旨の請求を受けたときは、次の①

～④に掲げる場合を除き、これに応じなければならない（事業法

第３２条）。なお、具体的な接続形態、接続に当たってＭＶＮＯ

が取得する情報その他の接続条件については、まずはＭＶＮＯに

おいて提示すべきものであり、ＭＮＯはこれを踏まえて接続の請

求に応じる必要がある。 

 

① 電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあると

き（事業法第３２条第１号） 

（例） 

・ＭＮＯがＭＶＮＯの接続の申込みに応じることにより、当該

ＭＶＮＯのシステムが当該ＭＮＯのＨＬＲ等のシステムを

損傷するおそれがあると認められる合理的な理由が存在す

る場合 
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改  正  案 現   行 

・ＭＮＯがＭＶＮＯへ課金情報を提供する際に、当該ＭＮＯの

利用者の個人情報等が当該ＭＶＮＯから外部に流出するお

それがあると認められる合理的な理由が存在する場合 

・ＭＮＯがＭＶＮＯの接続の申込みに応じる結果、当該ＭＮＯ

における周波数の不足等により当該ＭＮＯの利用者への電

気通信役務の円滑な提供に支障を来すおそれがあると認め

られる合理的な理由が存在する場合 

・ＭＮＯが、ＭＶＮＯに対して、合理的な必要性を示して、Ｍ

ＮＯによる適切な輻輳対策の実施に対する協力又はＭＶＮ

Ｏによる適切な輻輳対策の実施を求めた場合であって、ＭＶ

ＮＯが合理的な理由なくこれに同意しない場合※ 

 

※ 輻輳対策は、ＭＮＯとＭＶＮＯ双方にとって合理的と認め

られる適切な方法・基準に基づいて実施することが適当であ

る。そのため、ＭＮＯがＭＶＮＯに対して、合理的な必要性・

利用用途を明示して、対策に必要な情報の開示を求めた場合

には、ＭＶＮＯは当該情報を開示することが求められる。 

また、ＭＮＯには、情報開示を求めるに当たって公正競争

の確保に支障が生じないよう留意するとともに、対策の実施

に当たっては、特定の者に対し不当な差別的取扱いを行わな

いことが求められる。 

 

② 接続が当該電気通信事業者の利益を不当に害するおそれが

あるとき（事業法第３２条第２号） 

（例） 

・ＭＮＯがＭＶＮＯの接続の申込みに応じる結果、自己の電気

通信回線設備の保持が経営上困難となるなど経営に著しい

支障が生ずると認められる合理的な理由が存在する場合 

・ＭＮＯがＭＶＮＯの接続の申込みに応じる結果、当該ＭＮＯ

の社会的信用が毀損され、ＭＮＯの利益を不当に害するおそ

れがあると認められる合理的な理由が存在する場合※ 

 

※ 電気通信事業者の利益を不当に害するおそれがあると認

・ＭＮＯがＭＶＮＯへ課金情報を提供する際に、当該ＭＮＯの

利用者の個人情報等が当該ＭＶＮＯから外部に流出するお

それがあると認められる合理的な理由が存在する場合 

・ＭＮＯがＭＶＮＯの接続の申込みに応じる結果、当該ＭＮＯ

における周波数の不足等により当該ＭＮＯの利用者への電

気通信役務の円滑な提供に支障を来すおそれがあると認め

られる合理的な理由が存在する場合 

（新設） 
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改  正  案 現   行 

められるためには、ＭＮＯの社会的信用が毀損し、相当程度

の利益の損失が発生することを客観的な事実に基づいて合

理的に推定できなければならない。 

 

③ 接続に関し負担すべき金額の支払いを怠り、又は怠るおそれ

があるとき（事業法第３２条第３号、事業法施行規則第２３条

第１号） 

（例） 

・ＭＮＯが、ＭＶＮＯに対して、客観的な指標（例：過去の支

払実績、信用評価機関、格付け機関等第三者による評価、財

務状況）に基づいて、接続に関し負担すべき金額の支払いを

怠るおそれがあると判断する合理的な根拠を示して、預託金

の預入れ等の適切な債権保全措置を求めた場合であって、Ｍ

ＶＮＯが合理的な理由なくこれに同意しない場合※ 

 

※ 債権保全措置の要否及び内容については、基本的に当事者

間の協議に委ねられるべきものであるが、債権保全措置の内

容如何によってはＭＶＮＯの競争上の地位を危うくするお

それがある。そのため、電気通信事業者間の公正な競争を確

保する観点から、債権の保全に必要かつ最小限の措置とする

ことが適当である。また、預託金の預入れ等を求める際には、

ＭＮＯはＭＶＮＯに対して、必要とされる金額の根拠や内

訳、預入れ方法等の基本的事項について十分な説明を行うこ

とが求められる。 

なお、債権保全の方式、預託金の預入れ等の要否を判断す

るに当たって考慮すべき事項、預託金等の水準等についての

考え方については、『電気通信事業分野における事業者間接

続等に係る債権保全措置に関するガイドライン』を参照。 

 

④ 接続に応ずるための電気通信回線設備の設置又は改修が技

術的又は経済的に著しく困難であるとき（事業法第３２条第３

号、事業法施行規則第２３条第２号） 

（例） 
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改  正  案 現   行 

・ＭＶＮＯが申し込んだ接続形態を実現するためにＭＮＯ側に

おいて要するシステム改修等の程度が著しく過大であり、当

該システム改修に要する費用の回収が見込めないと認めら

れる合理的な理由が存在する場合 

・ＭＮＯが、ＭＶＮＯが申し込んだ接続形態を実現するために

要するシステム改修等の程度が著しく過大であると判断す

る合理的な根拠を示して、最低接続期間の設定や期間内接続

解除に係る違約金の設定等の、システム改修費用の回収に係

るリスクを軽減する措置を求めた場合であって、ＭＶＮＯが

合理的な理由なくこれに同意しない場合※ 

 

※ 最低接続期間の設定及び違約金の水準は、その期間及び水

準如何によってはＭＶＮＯの競争上の地位を危うくするお

それがある。そのため、電気通信事業者間の公正な競争を確

保する観点から、そのリスクの軽減に必要かつ最小限の措置

とすることが適当である。また、接続期間の設定や違約金の

預入れを求める際には、ＭＮＯはＭＶＮＯに対して、期間の

根拠、違約金の額の根拠、内訳等の基本的事項について十分

な説明を行うことが求められる。 

 

なお、接続に関し当事者が取得し、若しくは負担すべき金額（以

下「接続料等」という。）又は接続条件その他協定の細目の内容

については、まずは、ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の協議に委ねられ

るのが原則であり、接続料等又は接続条件その他協定の細目の内

容に含まれる両当事者のそれぞれのサービス提供条件について

は、一方の当事者によって独自に自由に決定されるべきものでは

ない。 

 

・ＭＶＮＯが申し込んだ接続形態を実現するためにＭＮＯ側に

おいて要するシステム改修等の程度が著しく過大であり、当

該システム改修に要する費用の回収が見込めないと認めら

れる合理的な理由が存在する場合 

（新設） 
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